
人件費（職員給、退職手当等） 公債費 その他経費
（補助費、繰出金、物件費　他）

扶助費

自主的な給与抑制措置等による
人件費総額の抑制　　△２６億円

・社会福祉施設、医療施設の耐震化
・老人福祉施設の整備、介護基盤の
　緊急整備
・高等学校の耐震化
・森林整備の加速化　　　　　　他

・社会保障費の
　増加への対応

・高齢化等に伴う介護給付費・医療関係
　経費の増加
・介護職員の処遇改善
・医療提供体制の充実、医療関連人材の
　確保
・雇用対策の推進
・高等学校等就学支援金      　　　　　他

H21：１，７０９億円 H21：７４２億円 H21：７０７億円 H21：１，３３５億円

H21：１２７億円

　＋１９億円

　＋１１３億円
＋４億円

平成22年度当初予算要求の状況　要求総額　４，７３７億円　（H21当初予算比＋117億円　＋2.5％）

Ｈ２１当初予算の水準
総額　４，６２０億円

Ｈ２２予算　収支不足見込額（要求ベース）　約２０５億円（H21当初予算　１４６億円）
⇒国予算・地方財政対策の状況等を踏まえ、編成過程での精査が必要

資料①

＋７億円

・臨時財政対策債の
　償還の本格化によ
　る元金償還額の増

投資的経費

普通建設事業

災害復旧事業


